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【要旨】 

山岳トンネルは一般に地震に強い構造物とされているが，新潟県中越地震で，これまで耐震対策が不要とされ

てきた区間においても比較的規模の大きい覆工の崩落を伴うような被害が発生した。このような被害を最小限に

するための耐震対策を合理的に実施するには，山岳トンネルの地震時における被害発生のメカニズムを明らかに

し，耐震対策が必要となるトンネルの条件および効果的な耐震対策とその選定手法を確立する必要がある。本稿

では，地震時に想定される地山の変形モードに対して，裏込め注入工，インバートの設置，覆工増厚といった対

策工の効果について，静的な二次元 FEM解析により検討した結果を報告する。 

キーワード：山岳トンネル，地震被害，数値解析，耐震対策 

 

 

1.  はじめに 

主として岩盤に掘削される山岳トンネルにおいては，

過去の地震ではトンネル構造に大きな損傷を受けるの

は非常に限定的な条件であり，一般に地震に強い構造

物とされてきた。他方，断層破砕帯等の極端に地山の

悪い箇所や不安定な斜面内，トンネル自体が既に変状

を生じていた箇所，坑口部等では，比較的地震被害を

受けやすいことが知られているものの，その被害発生

メカニズムについては不明確な部分が多く，坑口部等

において経験的に覆工の補強等の対策を行っているの

が現状である例えば1)。そのような状況のなか，2004 年

10月の新潟県中越地震 2), 3)では，数は限られるものの

これまで耐震対策が必要とされてこなかった箇所にお

いても比較的規模の大きな覆工の崩落を伴うような被

害を受けた山岳トンネルがあった。これは，地震の大

きさ，地山条件，トンネルの構造等によっては，山岳

トンネルも地震による被害を受ける可能性があること

を示唆している。このような被害を最小限にするため

の耐震対策を合理的に実施するには，山岳トンネルの

地震時における被害発生のメカニズムを明らかにし，

耐震対策が必要となるトンネルの条件および効果的な

耐震対策の方法とその選定手法を確立する必要がある。 

本稿では，地震時に想定される地山の変形に対して，

背面空洞やインバートの有無，覆工厚といった覆工構

造の違いをパラメータとした数値解析を行い，裏込め

注入工，インバートの設置および覆工増厚といった対

策工が地震時の覆工の挙動に及ぼす影響について検討

した結果を報告する。 

 

2.  解析の概要 

2.1 対象とする変形モード 

 これまでの地震による覆工の被害 2)～8)は，地質の急

変部にトンネルが位置するなどの特殊な条件を除けば，

大まかに図-1の 3パターンに大別される 9)と考えられ

る。すなわち，肩部に圧ざ（ここでは，曲げによる圧

縮破壊の意）や曲げ引張ひび割れが発生する TYPE-I，

天端部に圧壊（ここでは，全圧縮によるせん断破壊の

意）や圧ざが発生する TYPE-II，側壁部，特に矢板工

法で施工された側壁～アーチ部継目に圧壊や圧ざが発

生する TYPE-III である。これらの被害が発生するメ

カニズムは必ずしも明らかになっていないが，

TYPE-I～IIIは，それぞれ地山のせん断変形，水平方

向の圧縮変形，鉛直方向の圧縮変形により再現できる

可能性があることが指摘されている 10)。本検討では，

これらの地山の変形モードを模擬した数値解析を実施

した。 

 

2.2 解析モデルの概要 

 解析は二次元の線形弾性 FEMとし，図-2に示すよ

うに覆工をはり要素，地山を平面ひずみ要素でモデル

 

TYPE-Ⅰ TYPE-Ⅱ TYPE-Ⅲ  

図-1 トンネルの地震被害モード 
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化した。地山の変形モードは，上述のようにせん断変

形，水平圧縮変形，鉛直圧縮変形を想定し，せん断ひ

ずみあるいは圧縮ひずみ 0.2%に相当する強制変位を

与えるよう，図-3に示す境界条件でモデル化した。物

性値は表-1に示すとおりであり，トンネルの変形モー

ドに影響があると考えられる地山のポアソン比は，

0.30 を基本として 0.15～0.45 の範囲で変動させた。

ここで，地山に同量のひずみを与えた場合，地山の弾

性係数が大きいほど大きな力が必要で，覆工に作用す

る荷重も大きくなると考えられるが，地震時における

地山の弾性係数とひずみの関係が不明確であることか

ら，ここでは地山の弾性係数は変動させないこととし

た。なお，本検討で採用した地山弾性係数 150 MPa

は，ポアソン比 0.3，比重 2.3の場合で弾性波速度VP = 

300 m/s，VS = 160 m/sに相当し，比較的軟質な岩に

相当すると考えられる。 

 

2.3 想定する覆工構造 

 本検討では，表-2および図-4に示す覆工構造で解析

を行った。すなわち，30 cm厚のアーチ部覆工のみを

モデル化した基本ケースとなる「構造 1」，背面空洞を

想定した「構造 2」，覆工の剛性を増加させるために覆

工厚を 2倍とした「構造 3」，構造 1および構造 2にイ

ンバートを設置した「構造 1-i」および「構造 2-i」で

ある。また，覆工が無い場合のトンネルの挙動を把握

するために，素掘り状態の「構造 0」についても併せ

て解析を行った。なお，覆工およびインバートの形状

は図-5に示すとおりである。 
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  (a) せん断変形 (b) 水平圧縮変形 (c) 鉛直圧縮変形 

 図-2 解析の概要  図-3 想定する変形モードと解析における境界条件 

 

 
図-4 本検討で対象とした覆工構造の概念図 
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図-5 覆工（軸線）の形状寸法 

 

 

表-1 解析に用いた物性値 
地山 覆工

要素 平面ひずみ はり

弾性係数 (MPa) 150 22,000

ポアソン比
ν＝0.15～0.45

(基本:0.30)
0.20

 
 

表-2 本検討で対象とした覆工構造 
覆工構造

No.
概　　要

覆工厚
(cm)

インバー
ト厚 (cm)

背面空洞
範囲 (deg)

0 素掘り － － －

1 基本ケース（30m覆工のみ） 30 － －

2 背面空洞有り 30 － 60-120

3 覆工厚2倍 60 － －

1-i インバート有り 30 50 －

2-i 背面空洞有り・インバート有り 30 50 60-120

※背面空洞は，覆工と地山の節点間における力の伝達を0とすることでモデル化  
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3.  解析結果 

3.1 地山にせん断変形を与えた場合 

3.1.1 トンネルの変形モード 

 地山にせん断変形を与えた場合の，トンネルの変形

モードの例を図-6に，変位量の比較を図-7に示す。こ

こに，天端沈下は天端節点の鉛直変位，内空変位は左

右 SL の相対水平変位，盤ぶくれはトンネル中心線上

の路盤上面（インバートがある場合はインバート下端）

の節点の鉛直変位，せん断変形は天端と SL の相対水

平変位であり，以降の図においても同様である。これ

らの図から，覆工の変形はせん断が卓越し，天端沈下，

内空変位および盤ぶくれはほとんど発生しないことが

分かる。また，覆工の存在によりトンネルの変形は素

掘りに比較して小さくなるものの，覆工構造の違いに

よる変形モードおよび変形量に大きな差はないことが

分かる。すなわち，地山がせん断変形する場合は，イ

ンバートの設置や覆工増厚によって覆工の変形を大幅

に抑制できる可能性は低いものと考えられる。また，

背面空洞は，規模等にもよると考えられるが，本検討

における条件下では，覆工の変形に及ぼす影響は小さ

いものと考えられる。なお，ここでは図示していない

が，ν=0.15，0.45においても傾向は同様であった。 

3.1.2 覆工の応力モード 

 ν=0.30 における覆工の縁応力（軸力および曲げモ

ーメントによるもの。以下同様）を図-8に示す。この

図から，地山にせん断変形が発生する場合は，覆工構

造によらず覆工肩部に曲げ応力が集中し，TYPE-I の

被害モードになることが分かった。このような地山の

変形モードが地震により左右に繰り返し発生すれば，

両肩部に圧ざあるいは曲げ引張ひび割れが発生するも

のと考えられる。 

 肩部の縁応力の圧縮側極大値を比較したものを図-9

に示す。構造 1 と比較して構造 2，構造 1-i と比較し

て構造 2-i は応力が増加していないことから，背面空

洞の影響はほとんど無いと考えられる。また，構造 1

と比較して構造 1-i，構造 2と比較して構造 2-iは，応

力が若干低減しているものの 2～4%程度であり，イン

バートによる肩部応力の低減はほとんど期待できない

と考えられる。一方で，覆工厚を 2倍にした構造 3は，

他よりも大きな応力が発生している。これは，構造 3

の変形が他と同様であることを考慮すると，覆工を

60cm に増厚した程度では地山の変形を抑制できず，

覆工の曲率も大幅には低減できないため，覆工厚が大

きい方が応力的に不利になったものと考えられる。こ

れらの傾向は地山ポアソン比によらず同様であった。 

-5

-4

-3

-2

-1

0

1

2

3

4

5

6

-7 -6 -5 -4 -3 -2 -1 0 1 2 3 4 5 6 7
x座標 (m)

y座
標

 (
m

)

原形

構造0

構造1

構造2

構造3

構造1-i

構造2-i

※SLの水平変位
が0となるよう補正
（変形100倍）

 
図-6 トンネルの変形モード（せん断変形，ν=0.30） 
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図-7 覆工構造と変位量（せん断変形，ν=0.30） 
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図-8 覆工の縁応力（せん断変形，ν=0.30） 
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図-9 覆工肩部の圧縮応力極大値（せん断変形） 
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なお，インバートでは覆工アーチ部よりも大きな応

力が発生しており，本検討で想定した地山の変形によ

り覆工肩部に変状が出たときには，既にインバートに

も変状が発生している可能性がある。しかし一般に実

構造物ではインバートの変状状況を確認するには多大

な労力を要し，大規模な盤ぶくれが発生するなどの変

状がない限りはインバートの変状状態は確認されない

ことが多いため，解析結果の妥当性を検証することは

困難である。このことから，本稿ではインバートの応

力については言及しないこととした（後述の変形モー

ドでも同様）。 

3.1.3 覆工破壊時の変位 

本稿では，トンネル利用者への被害に直結すると思

われる覆工内面の圧ざあるいは圧壊に着目し，覆工内

側の縁応力が，一般的な覆工コンクリートの圧縮基準

強度である 18 N/mm2に達するときを，覆工の破壊と

定義した。解析により算定した覆工の応力と，地山の

ひずみおよび覆工の変位が比例関係にあると仮定する

と，覆工の縁応力が 18 N/mm2に達するときの地山の

ひずみおよび覆工の変位を，外挿あるいは内挿により

算定することができる。なお，図-8に示した応力状態

からも明らかなように，圧ざあるいは圧壊の発生より

前に覆工には曲げ引張ひび割れ等の非線形挙動が発現

し，構造系や応力モードが変化することが想定される

ため，より精緻な解を得るためには非線形挙動も考慮

した検討が必要となるが，ここでは簡単のため上述の

仮定により検討した。 

 このようにして算定した覆工破壊時の地山のせん断

ひずみ量（解析領域上面の水平変位量を解析領域高さ

で除した値）および覆工のせん断変形量をそれぞれ図

-10，11 に示す。本検討で設定した地山物性値におい

ては，覆工肩部に圧ざが発生する目安は地山のせん断

ひずみが概ね 0.4%で，その時の覆工のせん断変形は

20 mm程度であることが分かる。また，インバートや

背面空洞の影響はあまり無いと考えられるが，覆工増

厚等により覆工剛性を増加させた場合は比較的小さな

変位で破壊に至る可能性があることを示唆しているも

のと考えられる。 

 

3.2 地山に水平圧縮変形を与えた場合 

3.2.1 トンネルの変形モード 

 地山に水平圧縮変形を与えた場合の，トンネルの変

形モードの例を図-12 に示す。覆工は水平方向に縮小

し，天端に背面空洞が存在する構造 2 と構造 2-i は，

天端の地山から反力を得ることができないため天端が

大きく上方に変位していることが分かる。また，イン

バートを設置した構造では，内空変位が減少している

ものの，構造 1と 1-i，構造 2と 2-iを比較すると天端

付近の変形モードはほとんど変化しなかった。覆工剛

性を増加させた構造 3についても，天端付近の変形モ

ードは構造 1とほぼ同様であった。図にはν=0.3の例

を示したが，ν= 0.15，0.45の場合も同様であった。 

変位量の比較を図-13 に示す。いずれのν値におい

ても，背面空洞がある構造 2，2-iは，天端の地山反力

が確保できないため，他の構造と比べて天端が大きく

上方に変位している。また，インバートを設置した構
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図-10 覆工破壊時の地山ひずみ（せん断変形） 

0
5

10
15

20
25

30
35

40

0.15 0.30 0.45 

ν =

破
壊

時
せ

ん
断

変
形

 (
m

m
)

構造1

構造2

構造3

構造1-i

構造2-i

 

図-11 覆工破壊時の覆工変位（せん断変形） 
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図-12 トンネルの変形モード（水平圧縮変形，ν=0.30） 
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造 1-i，2-iにおいては，それぞれ構造 1，2と比較して

内空変位が抑制されていることが分かる。さらに，ポ

アソン比が大きくなると，インバートが無い構造 0～3

は大きな盤ぶくれが発生しているが，インバートがあ

る構造 1-i，2-iでは抑制されていることが分かる。 

3.2.2 覆工の応力モード 

 ν=0.30 における覆工の縁応力を図-14 に示す。い

ずれの構造においても，覆工内側の縁応力（圧縮側）

は，天端で最大となった。構造 1，1-iでは天端が全圧

縮となっているのに対し，背面空洞が存在する構造 2，

2-iでは，曲げ圧縮となっていることに加え応力が大幅

に増加し，さらに両肩部の覆工内側で大きな引張応力

が発生している。この傾向は，ν=0.15，0.45 でも同

様であった。これらの結果から，地山に水平圧縮変形

が発生すると，背面空洞がなければ天端に圧壊が生じ，

背面空洞が存在すれば天端に圧ざが発生するとともに

両肩部に曲げ引張ひび割れが発生する被害モードにな

ると考えられ，TYPE-IIの被害モードに近いと考えら

れる。 

 天端縁応力の圧縮側極大値を比較したものを図-15

に示す。構造 1と，構造 1-iおよび 3を比較すると，

インバートの設置や覆工増厚は天端応力の低減にはほ

とんど効果がないと考えられる。また，構造 2，2-iは

他と比較して応力が極端に大きく，背面空洞が覆工の

応力増加の誘因となることが分かる。 

3.2.3 覆工破壊時の変位 

 前節と同様に算定した覆工破壊時，すなわち天端に

圧壊あるいは圧ざが発生するときの地山の水平ひずみ

（解析領域左右の水平変位量を解析領域幅で除した

値）は，図-16 に示すように，νの影響を受けるもの

の，構造 1，3，1-i はνが同じであれば同等の値を示
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図-13 覆工構造と変位量（水平圧縮変形） 
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図-14 覆工の縁応力（水平圧縮変形，ν=0.30） 

-80
-70

-60
-50
-40

-30
-20

-10
0

0.15 0.30 0.45 

ν =

縁
応

力
度

(N
/
m

m
2
) 

　
引

張
正

構造1

構造2

構造3

構造1-i

構造2-i

 
図-15 覆工天端の圧縮応力極大値（水平圧縮変形） 
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図-16 覆工破壊時の地山ひずみ（水平圧縮変形） 
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図-17 覆工破壊時の覆工変位（水平圧縮変形） 

 



戦-43 山岳トンネルの耐震対策の選定手法に関する研究 

6 

しており，インバートの有無や覆工の剛性の影響は比

較的小さいものと考えられる。一方，背面空洞が存在

する場合は存在しない場合に比べて半分程度の地山ひ

ずみで覆工が破壊することが分かる。 

図-17 は覆工破壊時の内空変位を示したものである。

構造 1はおよそ 40～50 mm程度の内空変位で天端に

圧壊等が発生する可能性がある。また，覆工厚を 2倍

に増加させた構造 3においては，内空変位の抑制や天

端応力の低減に効果がなかったため，やはり 40～50 

mm程度の内空変位で天端に圧壊等が発生する可能性

がある。一方，背面空洞がある構造 2，2-iは，構造 1

と比較して小さな内空変位で圧ざ等が発生する可能性

がある。なお，インバートを設置した構造 1-i，2-i の

破壊時変位が小さくなっているのは，インバートの設

置により内空変位が抑制されたたものの，天端付近の

変形モードや応力状態にはほとんど影響がなかったた

めと考えられる。 
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図-18 トンネルの変形モード（鉛直圧縮変形，ν=0.30） 
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図-19 覆工構造と変位量（鉛直圧縮変形） 
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(c) ν=0.45 

図-20 覆工の縁応力（鉛直圧縮変形） 
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3.3 地山に鉛直圧縮変形を与えた場合 

3.3.1 トンネルの変形モード 

地山に鉛直圧縮変形を与えた場合の，トンネルの変

形モードの例を図-18 に示す。本節で示す鉛直変位量

は，SL で 0 となるよう補正しているため，絶対量で

の議論はできないが，全体的に縦につぶれ，大きな盤

ぶくれが発生していることが分かる。ただし，天端に

背面空洞が存在する構造 2 と構造 2-i は，天端の地山

から反力を得ることができないため，相対的に天端が

大きく上方に変位するモードとなった。 

変位量の比較を図-19 に示す。いずれの構造におい

ても盤ぶくれが卓越しているが，インバートを設置し

た構造 1-i，2-i では盤ぶくれを比較的抑制しているこ

とが分かる。また，内空変位に着目すると，ポアソン

比が小さい場合は内空が拡大するモードとなっている

が，ポアソン比が大きくなるにつれて内空が縮小する

モードに転じる傾向にある。 

3.3.2 覆工の応力モード 

覆工の縁応力を図-20に示す。ν=0.15（図-20(a)）

では，覆工内側の縁応力（圧縮側）は側部で最大とな

っており，側部で圧壊が発生するモードとなっている。

ところが，νが大きくなると（図-20(b)，(c)），背面

空洞が存在する構造 2，2-iでは，天端の曲げ応力が大

きくなり，天端で圧縮応力が最大となった。これらの

結果から，覆工が鉛直方向に圧縮されると，基本的に

は側部で圧壊が発生し，TYPE-III に近い被害モード

となるが，背面空洞が存在する場合は，νの影響で側

圧が比較的大きくなると，天端に圧ざが発生する

TYPE-II に近い被害モードになる傾向にあると考え

られる。 

覆工内側縁応力の圧縮側極大値を比較したものを図

-21 に示す。νが小さい場合は，いずれの構造におい

ても応力レベルに大差はないが，νが大きくなるにつ

れ，背面空洞がある構造 2，2-iではそれ以外の構造と

比較して天端に大きな応力が発生しており，背面空洞

が覆工の応力増加の誘因となることが分かる。また，

覆工を増厚した構造 3では，構造 1と比較するとνが

大きいほど覆工応力を低減させる効果があった。νが

大きくなると，背面空洞が無い場合は，図-20(c)に応

力状態を示したように覆工には曲げと比べて軸力の比

率が増加する傾向にあるが，このような応力モードの

場合は覆工の増厚により応力を低減できる可能性があ

ると考えられる。 

3.3.3 覆工破壊時の変位 

 前節と同様に算定した覆工破壊時の地山のひずみ

（解析領域上面の鉛直変位量を解析領域高さで除した

値）を図-22に示す。νが 0.15程度の場合は，背面空

洞やインバートの影響はあまり無く，地山の圧縮ひず

み 0.3%程度で覆工側部に圧壊あるいは圧ざが発生す

る傾向にある。一方，νが大きくなると，背面空洞が

存在する構造 2，2-iでは構造 1と比較すると半分程度

の地山ひずみで覆工が破壊する傾向にある。また，イ

ンバートの影響は比較的小さい。 

図-23は，天端が隆起した構造2および2-iを除いて，

覆工破壊時の天端沈下を示したものである。νが小さ

い場合は概ね 15 mmの天端沈下で覆工の破壊が発生

する傾向にある。νが大きくなると破壊時の天端沈下

が大幅に減少するが，これは軸力の割合が比較的大き

くなる応力モードとなり，内空側への変位が比較的小

さくなったことも一因と考えられる。 
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図-21 覆工の圧縮応力極大値（鉛直圧縮変形） 
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図-22 覆工破壊時の地山ひずみ（鉛直圧縮変形） 
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図-23 覆工破壊時の覆工変位（鉛直圧縮変形） 
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4.  まとめ 

本稿では，地震時に想定される地山の変形に対して，

背面空洞やインバートの有無，覆工厚といった覆工構

造の違いをパラメータとした簡易な静的 FEM 解析を

行い，裏込め注入工，インバートの設置および覆工増

厚といった対策工が地震時の覆工の挙動に及ぼす影響

について検討した。その結果，限られた条件下ではあ

るが，得られた主な結論は以下のとおりである。 

(1) TYPE-I，II，III の地震被害モードは，地震時に

地山がそれぞれせん断変形，水平圧縮変形，鉛直

圧縮変形することで説明できる可能性が高い。た

だし，地山に鉛直圧縮変形が発生する場合でも，

地山のポアソン比が大きく，かつ背面空洞が存在

する場合は，TYPE-IIの被害モードとなる可能性

がある。 

(2)  背面空洞が存在すると天端に大きな曲げ応力が発

生し，TYPE-IIの被害モードが発生する可能性が

比較的高くなる。しかし，裏込め注入工により背

面空洞を解消すれば，天端の応力モードが軸力卓

越型に変化するとともに最大応力度も低減する

可能性が高い。 

(3) インバートの設置は，盤ぶくれや内空変位が卓越

する地山の変形に対して，それらの抑制効果があ

ると考えられる。ただし，天端付近の応力低減に

は効果が低い場合がある。 

(4) 覆工の増厚は，覆工の応力モードが軸力卓越型の

場合には覆工の応力低減に寄与する場合がある。

しかし，曲げが卓越する場合は，覆工厚を 30cm

から 60cmに増加させた程度では地山の変形を抑

制できず，覆工の曲率も大幅には低減できないた

め，覆工厚が大きいほど応力的に不利になる傾向

にあることが分かった。 

 

 本稿では，地震時の地山の変形モードが 3パターン

に大別されるものとして検討を行ったが，覆工に被害

が発生するほどの地山の変形が地震により発生するメ

カニズム，特に水平圧縮変形と鉛直圧縮変形について

は必ずしも明らかになっていない。今後は，地山に発

生し得る変形モードや変形量と発生条件等について検

討を行い，効果的で効率的な耐震対策の確立に資する

検討を行いたいと考えている。 

 また，本稿ではインバートの応力には言及しなかっ

たが，条件によっては覆工アーチ部より大きな応力が

インバート接合部やインバート本体に発生しているケ

ースもあった。これは地震によって覆工アーチ部に変

状が発生したときには既にインバートにも変状が発生

している可能性があることを示唆しており，今後検討

する必要があると考えられる。 
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